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(N2) 土木学会東北支部規程 
 

平成 11 年 5 月 17 日 制 定 

平成 13 年 5 月 17 日 一部改正 

平成 16 年 5 月 13 日  〃   

平成 20 年 5 月 15 日  〃   

平成 21 年 5 月 15 日  〃   

平成 22 年 3 月 18 日  〃   

平成 23 年 5 月 13 日  〃   

平成 24 年 6 月 24 日  〃   

平成 28 年 7 月  8 日  〃   

平成 29 年 7 月 7 日  〃   

平成 30年 7月 6日  〃   

2019 年 7 月 5 日    〃 

2020 年 7 月 10 日   〃 

2021 年 7 月 16 日   〃 

 

 

(総則） 

第１条 公益社団法人土木学会（以下「学会」という。）細則（以下「細則」という。）第

１条第２項第２号の規定により設ける東北支部（以下「支部」という。）の運営に関して

は、細則第４条の規定により、学会定款（以下「定款」という。）及び細則に定めるもの

のほか、この規程の定めるところによる。 

 

（事業） 

第２条 支部は、細則第２条第２号に規定する範囲において、定款第４条に規定する学会

の事業のうち次の事業を分掌する。 

 (1) 土木工学に関する調査、研究 

 (2) 土木工学の発展に資する国際活動 

 (3) 土木工学に関する建議並びに諮問に対する答申 

 (4) 土木工学に関する図書、印刷物の刊行 

 (5) 土木工学に関する研究発表会、講演会、講習会等の開催及び見学視察等の実施 

 (6) 土木工学に関する奨励、援助 

 (7) 土木工学、土木事業又は定款第３条に規定する学会の目的遂行に関して著しい貢

献をしたものの表彰 

 (8) 土木工学教育及び土木技術者教育への支援 

 (9) 土木に関する啓発及び広報活動 

 (10) 土木関係資料の収集・保管・公開 

 (11) その他学会の目的を達成するために必要なこと 

 

（支部役員） 

第３条 支部に、次の支部役員を置く。 

(1) 支部長   １名 

(2) 副支部長 ２名以内 

(3) 商議員  ６０名以内 

(4) 監査役   ２名 
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(5) 幹事長   １名 

(6) 副幹事長  ３名以内 

(7) 幹事   ６０名以内 

２ 支部に顧問を置くことができる。顧問は、支部長の諮問に応じ各種会議に出席し、支

部運営について意見を述べることができる。 

 

（支部役員の選任） 

第４条 支部長については、細則第３条第２項の規定に基づき、細則第 13 条の規定により

支部に所属する会員（以下「支部会員」という。）のうち個人会員（以下「支部個人会員」

という。）から商議員会が候補者を選出し、支部総会の決議を得て理事会に諮るものとす

る。 

２ 副支部長については、支部個人会員から商議員会が候補者を選出し、支部総会の決議

を得て支部長が委嘱する。 

３ 商議員及び監査役については、原則として支部個人会員から商議員会が候補者を選出

し、支部総会の決議を得て支部長が委嘱する。 

４ 幹事長については、細則第３条第３項の規定に基づき、支部個人会員から支部長が

選任し、委嘱する。 

５ 副幹事長及び幹事については、支部長が選任し、委嘱する。 

６ 支部個人会員が理事又は役員候補者選考委員となった場合、着任日から商議員とな

るものとする。 

 

（支部役員の任期） 

第５条 支部役員の任期は、原則として次のとおりとする。ただし、再任を妨げない。 

 (1) 支部長   １年 

 (2) 副支部長   １年 

(3) 商議員   ２年  原則として毎年半数交代 

 (4) 監査役   ２年  原則として毎年半数交代 

 (5) 幹事長   １年 

 (6) 副幹事長   １年 

 (7) 幹事     １年 

２ 支部役員の任期は、支部総会開催の翌日からとする。ただし、任期満了後でも後任者

が就任するまでは、その職務を行わなければならない。 

３ 支部長が欠けたときは、支部運営会議における選定方針を確認したうえで補欠を選

任するものとし、支部長が不在の間は副支部長が職務を代行する。この場合、その選

任については、第４条第１項の規定を準用するが、補欠者が同一機関となった場合、

支部総会においては決議されたものとする。 

４ すべての副支部長が欠けたときは、支部運営会議における選定方針を確認し、副支

部長の補欠を選任するものとする。この場合、その選任については、第４条第２項を

準用するが、補欠者が同一機関となった場合、支部総会においては決議されたものと

する。 

５ 商議員または監査役が欠けたときは、補欠者の選任については第 4 条第 3 項を準用

するが、補欠者が同一機関となった場合、支部総会においては決議されたものとする。 

６  支部役員が欠けたときは、原則として所属機関から補欠の推薦を受けるものとする。 

 

（支部役員の報酬） 

第６条 支部役員は無給とする。 
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（支部役員の職務） 

第７条 支部役員は、次の職務を行う。 

(1) 支部長は、支部を代表し、支部会務を総括する。 

(2) 副支部長は、支部長を補佐し、支部長に事故あるときはその職務を代行する。 

(3) 商議員は、商議員会を構成し、支部会務について審議する。 

(4) 監査役は、支部の会計を監査し、その結果を商議員会及び支部総会に報告する。 

(5) 幹事長は、支部長及び副支部長を補佐し、支部会務を執行する。 

(6) 副幹事長は、幹事長を補佐し、必要に応じて幹事長の職務を代行する。 

(7) 幹事は、幹事長及び副幹事長とともに支部幹事会を構成し、幹事長及び副幹事長

を補佐して支部会務を執行する。 

 

（支部運営会議） 

第８条 支部長は中期的な支部運営の方針等を検討するため、支部運営会議を設けること

ができる。 

  ２ 支部運営会議の設置にあたり、支部長はその運営などについて、別途、規則を定

めるものとする。 

 

（支部総会） 

第９条 支部長は、毎事業年度終了後、定款第１３条により開催される定時総会前に支部

総会を開催し、また、必要に応じて臨時支部総会を開催する。 

２ 支部総会は、支部会員のうち正会員（以下「支部正会員」という。）すべてをもって

構成し、議長は、支部長がこれに当たる。 

３ 支部総会は、次の事項について決議する。 

 (1) 支部の事業報告及び決算 

 (2) 支部の規程の制定及び改正 

 (3) 支部長候補者の選任及び推薦 

 (4) 副支部長、商議員及び監査役の選任又は解任 

 (5) その他、支部運営に関する重要事項 

４ 支部総会は、支部正会員の１／20 以上の出席をもって成立し、出席者の過半数の賛

成で決議する。ただし、委任状を提出した者については、出席者とみなす。 

 

（商議員会） 

第 10 条 商議員会は、支部長副支部長及び商議員をもって構成し、議長は支部長がこれに

当たる。 

２ 商議員会は、原則として年１回以上開催することとし、支部長が招集する。 

３ 商議員会は、次の事項について決議する 

(1) 支部の事業計画及び予算 

(2) 支部長候補者の選出 

(3) その他、支部総会の権限に属するものを除く、支部運営に関する基本的事項 

４ 商議員会は、全商議員の過半数の出席をもって成立し、出席者の過半数の賛成で決議

する。ただし、委任状を提出した者については、出席者とみなす。 

 

（総務企画会議） 

第 11 条 支部長は支部会務の運営および事務を掌握するため、総務企画会議を設けること

ができる。 
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 ２ 総務企画会議の設置にあたり、支部長はその運営などについて、別途、規則を定め

るものとする。 

 

(支部幹事会・部会) 

第 12 条 支部幹事会は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって構成し、議長は幹事長がこれ

に当たる。 

２ 支部幹事会は、原則として年２回以上開催するものとし、幹事長が招集する。 

３ 支部幹事会は、商議員会で決議された事業計画及び予算に基づき、支部会務を執行

する。 

４ 支部幹事会に部会を置き、支部幹事会の職務を分掌させることができる。 

５ 部会の設置にあたり、幹事長は幹事の中から部会に所属する幹事を選任し、当該部会

が分掌する職務を定めるものとし、各部会には幹事長指名により主査及び副主査を置

くものとする。 

 

（支部委員会） 

第 13 条 支部長は、第２条の事業を行うため、支部委員会を設けることができる。 

２ 支部委員会の設置にあたり、支部長はその運営などについて、別途、規則を定めるも

のとする。 

 

（職場班） 

第 14 条 支部と支部会員との連携を深め、支部運営を円滑にするため、細則第６条の規定

により、支部に職場班を置くことができる。 

２ 職場班を置いた場合、細則第６条第２項の規定により報告するものとする。 

 

（分会） 

第 15 条 地域毎の支部会員の情報伝達を促進し、支部活動を活性化させるために、細則第

５条の規定により、支部に分会を置くことができる。 

２ 分会は、分会の組織、運営等に関する基本的な事項を定める分会規約等を、支部商議

員会の承認を得て制定するものとする。 

 

（支部賛助会員） 

第 16 条 支部の事業の活性化に資するため、細則第 18 条第４項の規定により、支部に賛

助会費を納入するものを支部賛助会員とすることができる。 

２ 支部賛助会員は、支部主催の各種行事に参加することができる。 

 

（支部会計） 

第 17 条 支部の経費は、交付金、行事参加費、広告費、賛助会費、その他をあてる。 

２ 支部の事業計画及び予算については、毎事業年度の開始の日の前日までに、支部長が

作成し、商議員会の承認を得た上で、速やかに会長に報告しなければならない。これ

を変更する場合も、同様とする。 

３ 支部の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、支部長が作成し、監査役の

監査を受けた上で、商議員会の承認を得て、定時支部総会において、事業報告につい

てはその内容を報告し、決算については承認を受けなければならない。 

４ 支部長は、前項の規定により報告し又は承認された事業報告及び決算を速やかに会長

に報告しなければならない。 
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（支部事務局及び職員） 

第 18 条 支部会務を執行するため、細則第７条の規定により支部に事務局を設け、支部

事務局長１名を含む有給の職員を置く。 

２ 前項の規定による支部事務局長については、細則第 57 条の規定により、任免にあた

り理事会の承認を得るものとする。 

 

（規程の変更） 

第 19 条 この規程は、支部総会の承認を経て、細則第４条第１項の規定により理事会の

承認を得て改正することができる。 

２ 支部の会計、資金等に係る規程類については、細則第４条第２項の規定により、理事

会の承認を得て制定・改正することができる。 

３ 前項に規定するもののほか、規程の施行に必要な規則、内規および細則等については、

総務企画会議にて検討を行い、支部長の承認を得て制定・改正することができる。 

 

附則（平成 11 年５月 17 日  支部総会議決） この規程は、平成 11 年 5 月 17 日支部総会の

翌日より発効する。 

附則（平成 13 年５月 17 日  支部総会議決） この変更規程は、平成 13 年 5 月 17 日支部総

会の翌日より発効する。 

附則（平成 16 年５月 13 日  支部総会議決） この変更規程は、平成 16 年 5 月 13 日支部総

会の翌日より発効する。 

附則（平成 20 年５月 15 日  支部総会議決） この変更規程は、平成 20 年 5 月 15 日支部総

会の翌日より発効する。 

附則（平成 20 年５月 15 日  支部総会議決） この変更規程は、平成 21 年 5 月 15 日支部総

会の翌日より発効する。 

附則（平成 23 年３月 18 日 理事会議決） この変更規程は、一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律第 106 条第１項に定める公益法人の設立の登記の日か

ら施行する。 

附則（平成 24 年６月 24 日 理事会議決）この変更規程は、平成 24 年６月 24 日理事会承

認日より発効する。 

附則（平成 28 年７月８日 理事会議決）この変更規程は、平成 28 年７月８日理事会承認

日より発効する。 

附則（平成 29 年７月７日 理事会議決）この変更規程は、平成 29 年７月７日理事会承認

日より発効する。 

附則（平成 30 年７月６日 理事会議決）この変更規程は、平成 30 年７月６日理事会承認

日より発効する。 

附則（2019 年７月５日 理事会議決）この変更規程は、2019 年７月５日理事会承認日より

発効する。 

附則（2020 年７月 10 日 理事会議決）この変更規程は、2020 年７月 10 日理事会承認日よ

り発効する。 

附則（2021 年７月 16 日 理事会議決）この変更規程は、2021 年７月 16 日理事会承認日よ

り発効する。 

 

 


